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サブ項目

１．調査目的
、拡大するタイの模倣品(ニセモノ)問題の実態について、現地進出日系企業の被害状況を明らかにし、日本政府及び関連団体等
における今後の模倣対策の取組みを強化・検討する際の基礎データとすべく実施したもの

２．回答結果
設問内容は、「設問1 近年のニセモノ問題の国際化についての認識」、「設問2 貴社製品のタイ国内でのニセモノ被害状況」、「設
問3 どんな権利が侵害されているか(複数可)」など、全３４設問に関し、在タイ日系企業による回答結果。回答企業数は158社。

特記事項 ２００２年度のアンケート調査結果もある。

URL http://www.jetro.go.jp/biz/world/asia/th/ip/pdf/th03.pdf

主な項目

１．アンケート調査の目的
２．回答結果

タイの模倣被害実態アンケート調査

データ作成機関 日本貿易振興機構
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